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研究成果の概要（和文）： 教員、看護学生、教育実習生を対象に、災害リスク管理の研修計画を立案し、詳細
な評価を実施した。さらに特別支援学校の災害対応の実態調査を分析した。
学部特性を踏まえた短時間の防災教育は導入として効果があり、就職後の専門的な展開が可能となることが示唆
された。特別支援学校の災害対応の実態調査は、在籍する児童生徒の障がいに対応した備え、近隣住民の児童生
徒の理解が不十分であることを明らかにした。障がいのある児童生徒のケアに関わる物品の備えの整備は喫緊の
課題である。障がいのある児童生徒が避難所となった学校で住民と過ごすためには、児童生徒、保護者、住民の
相互理解のあり方を検討する必要性が明らかになった。

研究成果の概要（英文）：　Develop training plans for teachers, nursing students, and prospective 
teachers, conducted a detailed evaluation. The actual condition investigation of the disaster 
response of the special needs school was analyzed. 
It was suggested that short-term disaster prevention education based on the characteristics of the 
faculty was effective as an introduction, and that specialized development after employment would be
 possible. The survey of disaster responses at special needs schools revealed the lack of 
understanding of local residents and preparation for adapting their disabilities. The improvement of
 the preparation related to the care of the child with the disability is an urgent problem. In order
 for children with disabilities to spend time with residents at sheltered schools, it has become 
clear that mutual understanding between students, parents, and residents should be examined. 

研究分野： 公衆衛生看護学

キーワード： 学校地域連携　災害準備教育　学校保健

  ２版
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　災害時の学校教員の経時的な役割について質的に分析を行い、初動から住民が避難所運営に関わる体制がある
地域では、教員は避難所を主として運営せず、児童生徒の安否確認、教職員の安否確認、学校再開の連絡、施設
の安全確保等に専念できたことが明らかになった。GISを用いて災害による避難者の動きをシミュレートした。
人の動きは、行政の想定とは異なり、道路状況によって偏りが生じ、避難所の収容人数を超える可能性が示唆さ
れた。これらの結果から、避難訓練には、避難所運営に関する訓練を含め、具体的な避難所での役割を避難者と
なる近隣住民（保護者）と調整することが、教員が災害後に教育に専念するための要因であると考えられた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
平成 26 年に広島で起きた土砂災害では、近隣住民は小学校に避難した。災害発生が未明で 

あったため、学校は施錠され、住民は避難所として使用できなかった。避難所となった学校の管
理において課題が提示された。頻発する地震、土砂災害において小学校は、地域防災拠点として
の役割をもち、避難所として被災者の生活、健康を支えていた。緊急時にも耐えられる施設整備
や数日間の飲料水や食料・毛布の備蓄、そのための倉庫の整備も提案されている。しかしながら、
原子力災害に関する研究において、養護教諭を調査した際、備蓄物品の管理や災害時の役割等に
ついては準備不足を認識しながらも、災害時には子どもたちを無事に家に帰すことが最も重要
なことと認識されていた。地域防災拠点になることへの関心は低かった。教員は、災害後に、住
民対応、避難所運営に主力として係わり、地域の中心となって活動した。被災者でありながらも、
住民を支えたことが、手記として公表されていた。 
長期間教育が行われないことは、義務教育として学習の機会を保証する憲法に抵触するため、

早急に通常に近い教育活動を復活する必要がある。さらに、子どもたちにとって、学校は普段の
生活そのものであり、精神的安定をもたらす。保護者にとって安全に子どもが過ごすことは、災
害復興に専心できる基盤である。 
 
 
２．研究の目的 
 本研究は、学校再開を目指しながら避難所運営を行うための方策を検討し、実践・訓練のため
の教員研修プログラムを開発することを目的とする。 
 
 
３．研究の方法 
1)地域防災拠点として学校教職員が果たすべき新たな役割を明らかにする。 
・発災から、避難所設営、学校再開までの小中学校教員の動静の実態を調査する。 
・子どもの避難所での過ごし方を安全、教育の視点で実態、訓練について調査する。 
 
2)学校再開を念頭に置いた避難所運営のあり方を明らかにする。 
・避難所となった学校教員の実働状況の分析とモデルを構築する。時間経過と活動内容、人数、 
移動距離などの実態から、地理情報システム（GIS）を用いた視覚的避難経路の推計を行う。 

・学校を再開しやすい避難所運営のあり方を検討し、教材を作成する。 
・教員研修プログラムを作成し、実施評価する。 
 
3)教員のリスクコミュニケーション・学校防災訓練のあり方を明らかにする。 
・子どもが安全に過ごせる避難所のあり方、教員のあり方を検討する。 
・子どもの安全、教育の視点から、避難所での過ごし方、訓練の到達度について検証する。 
 
4)教員養成および卒後教育プログラムを開発し、妥当性と効果を検証する。 
・被災地以外の教員の実態を反映し、ARCS 理論を用いて習得目標と方法を設定する。 
・プログラムの目標、内容・方法について、妥当性と効果を検証する。 
 
 
４．研究成果 
1）地域防災拠点として学校教員が果たすべき新たな役割を明らかにするための調査を実施した。
学校再開を念頭に置いた避難所運営のあり方を検討した。また GIS による地理状況と避難準備
に関する視覚的教材を作成するための調査を行った。 
GIS を用いて災害による避難者の動きをシミュレートした。避難する人の動きは行政の想定と

は異なり、道路の状況によって偏りが生じ避難所の想定収容人数を超える可能性が示唆された。 
居住地の地図上に示された住民の避難行動の予測は、視覚的に印象的であり、住民は自分たちが
どの避難所を利用するべきかについて具体的に協議する際の根拠資料になった。 
 

2)学校再開を念頭に置いた避難所運営のあり方を明らかにする。 
学校教員の経時的な役割について検討するため、まず、経時的な状況についてインタビュー調

査を実施し、質的に分析を行った。初災直後の初動から、避難所を運営する役割を教員が主力と
して担わず、児童生徒の安否確認、教職員の安否確認、施設の安全確保、学校再開の連絡等につ
いて専念していた地域は、災害前から住民が避難所運営に関わる体制が存在していた。教員は、
避難所運営には協力者としてかかわっていた。一方、住民の協力体制がない地域では、教員が主
力となり避難所を運営し、教員室に電話対応のために詰めていたことが明らかになった。 
被災地の近隣の学校教育委員会と調整を行い、保護者および教員の災害の備えに対する調査



を協力の得られた 2県で実施した。保護者の意識と教員の意識は異なっており、学校で減災教育
として避難所運営に関する打ち合わせをすることが難しいことが明らかになった。個人の被災
体験によって、災害に対する意識は有意に異なり、これまでの研究を支持する結果が得られた。
多くの教員は避難所に避難したことがなく、指示されている教員役割が実際にも十分に行える
と考えていた。被災した経験のある教員は、理想とは乖離していることを認知していた。これら
の結果から、避難訓練には、避難所運営に関する訓練を含め、具体的な避難所の役割を避難者と
なる近隣住民（保護者）と調整することが、教員が教育に専念するための要因であると考えられ
た。 
福祉避難所は、一般の避難所とは状況が異なるため、福祉避難所になる可能性が高い特別支援

学校の実態調査を行った。特別支援学校は、視覚障害、聴覚障害、知的障害、肢体不自由、病弱
の子どもたちが在籍している。特別支援学校の災害対応の実態調査によって、在籍する児童生徒
の障がいに対応した備え、近隣住民の児童生徒の理解は十分ではなく、一般的な備えも十分では
なかった。在籍児童に合わせた備えに関するマニュアルを整備することが喫緊の課題である。障
がいのある児童生徒のケアに関わる物品は、交通遮断に備えて１泊分以上を整備する必要があ
る。障がいのある児童生徒が、避難所となった学校で住民と落ち着いて過ごすためには、住民の
理解と支援は欠かせない。児童生徒、保護者、住民の相互理解のあり方を検討する必要性が明ら
かになった。福祉避難所に指定されている学校では、そうでない学校と比較して有意に備えが行
われていた。また、コミュニティスクール制度が導入されている学校は、有意に備えが整えられ
ており、住民との交流は頻繁であった。教員が避難所で主体となって運営にかかわらず、子ども
の安否確認や、安全の確保、教育再開の準備に専念できる要因が避難住民とのコミュニケーショ
ンにあることが質的研究から示唆されており、コミュニティスクール制度が住民との協力関係
を促進する制度である可能性が考えられた。福祉避難所に指定されることは、教育行政と福祉行
政の連携によって予算確保を図ることが可能となり、備えが充実すると考えられた。 
 

3)教員のリスクコミュニケーション・学校防災訓練のあり方を明らかにする。 
 教員はリスクコミュニケーションによって、避難者との協働を促進することが重要であった。
そこで、住民との協働を促す事例を検討し、プログラムに取り入れた。教員研修会、教育実習中
に実施した研修会および看護学生を対象としたプログラム案をそれぞれ作成した。実施する時
間が確保できた背景にある目的を踏まえ、プログラムを作成した。防災のための独立した時間を
確保することは、カリキュラム上不可能で、年間計画された教員研修、教育実習中の学校安全の
講義、看護学授業の健康管理学習の教材として導入する方法をとった。短時間での基礎的な学習
を取り入れ、継続的に高度な内容に進む必要がある。 
 教員を対象としたプログラムには、避難所となった勤務している学校に、住民を受け入れるシ
ミュレーションを取り入れた。 
教育志望の学生を対象としたプログラムは、災害後に起こることの想定、早朝の学校での地震

発生、早朝練習の生徒と非難してきた住民に対応するという設定とした。 
看護学生を対象とした授業は、避難所での自分と避難者への健康管理のための環境アセスメ

ントとした。看護師、保健師は、避難所となった学校において住民への支援を通じて、教員が子
どもに関わることができような体制整備の人材候補となる。 
 

4)教員養成および卒後教育プログラムを開発し、妥当性と効果を検証する。 
被災地以外の教員の実態を反映し、ARCS 理論を用いて習得目標と方法を設定した。教員、教

員志望学生、看護学生を対象として作成されたシミュレーション事例をもとに、指導案を作成し
た。教員研修は、放課後の６０分、教員志望学生は、学校安全の９０分の講義時間、看護学生対
象は、９０分が使用できる時間であった。 
(1) 教員研修 

目標に対する知識スコアは有意に増加した。自由記載からは、避難所でのコミュニケー
ションに必要な能力は、避難所での規則の確認、個人情報の処理、避難者との合意形成の
カテゴリーが得られた。教員は、住民が職場に避難することを受け入れており、児童生徒
の教育と安全を確保するために避難者との協力が不可欠であることを理解した。また、具
体的に職場が災害後にどのようになるかを理解した。 
 

(2) 教育実習の学校安全 
学生の初期値としたレポートは、様々な単語を使用した。研修後には単語が集約され、

共通のイメージを学んだ。避難所で様々な背景を持つ人とコミュニケーションを円滑に行
うには共通の言語は重要である。彼らも就職後の責任として児童生徒の安否確認と教師の
責務には敏感だった。講義の後には児童生徒だけでなく、避難者の対応も行う必要がある
ことを理解した。そして、児童生徒の安全と教育を推進するためには、避難者の安全と安
寧を確保し、協力する必要性を納得した。習得状況には、選択した教員免許の種類によっ
て差が認められた。技術・家庭科の学生は、初期値が他の教科目の学生よりも高く、有意
差が認められなかった。自由記載の単語数も多かった。生活に密着した教育科目は、避難
所でも生活が継続することを具体的に想像しやすいためと考えられた。 
 



(3) 看護学生の基礎的学習の健康管理 
看護学生を対象とした基礎科目健康管理で実施した避難所での健康管理は、授業目標を

個人の健康管理、集団での健康管理・住民支援として、複数年度に渡る継続的な授業を行
った。養護教諭志望の学生を含み、さらに、保健師、助産師志望の学生が含まれた。かれ
らは、自由記載ではそれぞれの職種に特化した役割を考えていた。多職種と連携するため
に重要な示唆を得られた。課題は、教科を教授する教員との相違を理解し、協力できる素
地を育成することである。それぞれがその職務に専門職として忠実であるために、ぶつか
る事例も報告されている。また、複数年にわたる授業から、看護学生の学習特性が明らか
になった。生理学的知識はよく保持されていたが、環境学知識は保持されていなかった。
災害後の避難所での活動する際には、人の健康に係る環境的知識の再確認の必要性が示さ
れた。教員志望学生から得られた知見と合わせると、学生の学習には、学部特性があり、
特性を踏まえることで、より短時間の効率の良い防災教育が整備できる可能性が示唆され
た。 

 
このように、プログラムの目標、内容・方法について、妥当性と効果を検証するため、詳細な

効果評価、構成評価を行った。さらに特別支援学校の災害対応の実態調査の分析から、以下のこ
とが明らかになった。 
教師を対象とした研修では、当初、教員は近隣住民に対応することを職務とは考えにくかった。

しかし実際に発災後に起こることを想定できると、住民に対応せざるを得ないことを納得し、そ
の状況で本来の教育における職務を遂行するには、住民と協力が不可欠であることを想起した。 
教育実習生は、教科領域によって知識修得に差が認められた。技術教育、家庭科教育分野の学

生の初期値が他の分野と比較して高く、研修後の有意な変化が認められなかった。他の領域では、
研修後、災害後の学校での状況理解に対して有意な変化が認められた。本研究課題によって作成
したプログラム案には効果が認められ、興味関心に適合した妥当性のあるものである。今後、継
続した研修内容の精選と平常時の住民とのコミュニケーションについての研修を検討する必要
がある。 
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